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宝塚市条例第  号 
宝塚市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を

定める条例等の一部を改正する条例 

（宝塚市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部改正） 

第１条 宝塚市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定め

る条例（平成２５年条例第１０号）の一部を次のように改正する。 

  目次中 

「第４節 運営に関する基準（第５９条の６－第５９条の２０） 

  第５節 指定療養通所介護の事業の基本方針並びに人員、設備及び運営に関する基 

    準                                」 

 を 

 「第４節 運営に関する基準（第５９条の６－第５９条の２０） 

  第５節 共生型地域密着型サービスに関する基準（第５９条の２０の２・第５９条

の２０の３） 

  第６節 指定療養通所介護の事業の基本方針並びに人員、設備及び運営に関する基 

準                                」 

 に改める。 

 第１条中「第１２３号）」の次に「第７８条の２の２第１項第１号及び第２号並び

に」を加える。 

  第２条中第６号を第７号とし、第５号の次に次の１号を加える。  

(６) 共生型地域密着型サービス 介護保険法第７８条の２の２第１項の申請に係る



同法第４２条の２第１項本文の指定を受けた者による指定地域密着型サービスを

いう。 

  第６条第２項ただし書中「３年以上」を「１年以上（特に業務に従事した経験が必要

な者として厚生労働大臣が定めるものにあっては、３年以上）」に改め、同条第５項中

「、午後６時から午前８時までの間において」を削り、同項に次の１号を加える。 

(12) 介護医療院 

第６条第７項中「午後６時から午前８時までの間は、」を削り、同条第８項中「、午

後６時から午前８時までの間は」を削り、同条第１２項中「第１９１条第１０項」を

「第１９１条第１４項」に改める。 

  第９条の見出し中「及び同意」を「並びに同意」に改める。 

  第３２条第３項中「午後６時から午前８時までの間に行われる」を削る。 

  第３９条第１項中「第１１５条の４６条第１項」を「第１１５条の４６第１項」に、

「３月」を「６月」に改め、同条第４項中「場合には」の次に「、正当な理由がある場

合を除き」を加え、「行うよう努めなければならない」を「行わなければならない」に

改める。 

  第４７条第２項ただし書中「３年以上」を「１年以上（特に業務に従事した経験が必

要な者として厚生労働大臣が定めるものにあっては、３年以上）」に改める。 

 第３章の２中第５節を第６節とし、第４節の次に次の１節を加える。 

第５節 共生型地域密着型サービスに関する基準 

（共生型地域密着型通所介護の基準） 

第５９条の２０の２ 地域密着型通所介護に係る共生型地域密着型サービス（以下この

条及び次条において「共生型地域密着型通所介護」という。）の事業を行う指定生活

介護事業者（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく

指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生

労働省令第１７１号。以下この条において「指定障害福祉サービス等基準」とい

う。）第７８条第１項に規定する指定生活介護事業者をいう。）、指定自立訓練（機

能訓練）事業者（指定障害福祉サービス等基準第１５６条第１項に規定する指定自立

訓練（機能訓練）事業者をいう。）、指定自立訓練（生活訓練）事業者（指定障害福

祉サービス等基準第１６６条第１項に規定する指定自立訓練（生活訓練）事業者をい

う。）、指定児童発達支援事業者（児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、



設備及び運営に関する基準（平成２４年厚生労働省令第１５号。以下この条において

「指定通所支援基準」という。）第５条第１項に規定する指定児童発達支援事業者を

いい、主として重症心身障害児（児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第７条第

２項に規定する重症心身障害児をいう。以下この条において同じ。）を通わせる事業

所において指定児童発達支援（指定通所支援基準第４条に規定する指定児童発達支援

をいう。第１号において同じ。）を提供する事業者を除く。）及び指定放課後等デイ

サービス事業者（指定通所支援基準第６６条第１項に規定する指定放課後等デイサー

ビス事業者をいい、主として重症心身障害児を通わせる事業所において指定放課後等

デイサービス（指定通所支援基準第６５条に規定する指定放課後等デイサービスをい

う。）を提供する事業者を除く。）が当該事業に関して満たすべき基準は、次のとお

りとする。 

(１) 指定生活介護事業所（指定障害福祉サービス等基準第７８条第１項に規定する

指定生活介護事業所をいう。）、指定自立訓練（機能訓練）事業所（指定障害福

祉サービス等基準第１５６条第１項に規定する指定自立訓練（機能訓練）事業所

をいう。）、指定自立訓練（生活訓練）事業所（指定障害福祉サービス等基準第

１６６条第１項に規定する指定自立訓練（生活訓練）事業所をいう。）、指定児

童発達支援事業所（指定通所支援基準第５条第１項に規定する指定児童発達支援

事業所をいう。）又は指定放課後等デイサービス事業所（指定通所支援基準第

６６条第１項に規定する指定放課後等デイサービス事業所をいう。）（以下この

号において「指定生活介護事業所等」という。）の従業者の員数が、当該指定生

活介護事業所等が提供する指定生活介護（指定障害福祉サービス等基準第７７条

に規定する指定生活介護をいう。）、指定自立訓練（機能訓練）（指定障害福祉

サービス等基準第１５５条に規定する指定自立訓練（機能訓練）をいう。）、指

定自立訓練（生活訓練）（指定障害福祉サービス等基準第１６５条に規定する指

定自立訓練（生活訓練）をいう。）、指定児童発達支援又は指定放課後等デイサ

ービス（以下この号において「指定生活介護等」という。）の利用者の数を指定

生活介護等の利用者及び共生型地域密着型通所介護の利用者の数の合計数である

とした場合における当該指定生活介護事業所等として必要とされる数以上である

こと。 

(２) 共生型地域密着型通所介護の利用者に対して適切なサービスを提供するため、



指定地域密着型通所介護事業所その他の関係施設から必要な技術的支援を受けて

いること。 

（準用） 

第５９条の２０の３ 第９条から第１３条まで、第１５条から第１８条まで、第２０条、

第２２条、第２８条、第３４条から第３８条まで、第４１条、第５３条、第５９条の

２、第５９条の４及び第５９条の５第４項並びに前節（第５９条の２０を除く。）の

規定は、共生型地域密着型通所介護の事業について準用する。この場合において、第

９条第１項中「第３１条に規定する運営規定」とあるのは「運営規程（第５９条の

１２に規定する重要事項に関する規程をいう。第３４条において同じ。）」と、「定

期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「共生型地域密着型通所介護の

提供に当たる従業者（以下「共生型地域密着型通所介護従業者」という。）」と、第

３４条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「共生型地域密着

型通所介護従業者」と、第５９条の５第４項中「前項ただし書の場合（指定地域密着

型通所介護事業者が第１項の設備を利用し、夜間及び深夜に指定地域密着型通所介護

以外のサービスを提供する場合に限る。）」とあるのは「共生型地域密着型通所介護

事業者が共生型地域密着型通所介護事業所の設備を利用し、夜間及び深夜に共生型地

域密着型通所介護以外のサービスを提供する場合」と、第５９条の９第４号、第５９

条の１０第５項及び第５９条の１３第３項中「指定地域密着型通所介護従業者」とあ

るのは「共生型地域密着型通所介護従業者」と、第５９条の１９第２項第２号中「次

条において準用する第２０条第２項」とあるのは「第２０条第２項」と、同項第３号

中「次条において準用する第２８条」とあるのは「第２８条」と、同項第４号中「次

条において準用する第３８条第２項」とあるのは「第３８条第２項」と読み替えるも

のとする。 

第５９条の２５中「９人以下」を「１８人以下」に改める。 

  第５９条の２７の見出し中「及び同意」を「並びに同意」に改め、同条第１項中「運

営規程」を「重要事項に関する規程」に改める。 

  第６１条第１項中「介護老人保健施設」の次に「、介護医療院」を、「特定施設」の

次に「をいう。以下同じ。）」を加え、「以下同じ。）」を削る。 

第６５条第１項中「指定地域密着型介護老人福祉施設」の次に「（ユニット型指定地

域密着型介護老人福祉施設（第１７８条に規定するユニット型指定地域密着型介護老人



福祉施設をいう。以下この項において同じ。）を除く。）」を加え、「する」を「し、

ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設においてはユニット（同条に規定するユニ

ットをいう。）ごとに当該ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の入居者の数と

当該共用型指定認知症対応型通所介護の利用者の数の合計が１日当たり１２人以下とな

る数とする」に改め、同条第２項中「第８２条第７項」の次に「及び第１９１条第８

項」を加える。 

第８２条第１項中「本体事業所及び」を「本体事業所並びに」に改め、「他の同項に

規定するサテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所」の次に「及び第１９１条第

８項に規定するサテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」を加え、同条第

６項の表中「又は指定介護療養型医療施設」を「、指定介護療養型医療施設」に改め、

「限る。）」の次に「又は介護医療院」を加え、同条第７項中「「本体事業所」を「こ

の章において「本体事業所」に改める。 

第８３条第３項、第８４条、第１０３条第３項、第１１１条第２項及び第１１２条中

「介護老人保健施設」の次に「、介護医療院」を加える。 

  第１１７条中第７項を第８項とし、第６項の次に次の１項を加える。 

７ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るために、次

に掲げる措置を講じなければならない。 

(１) 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催す

るとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

(２) 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

(３) 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的

に実施すること。 

  第１２５条第３項中「介護老人保健施設」の次に「、介護医療院」を加える。 

第１３０条第４項中「のうち１人以上及び介護職員のうち」を「及び介護職員のうち

それぞれ」に改め、同項ただし書中「介護老人保健施設」の次に「、介護医療院」を加

え、同条第７項第１号中「若しくは作業療法士」を「、作業療法士若しくは言語聴覚

士」に改め、同項に次の１号を加える。 

(３) 介護医療院 介護支援専門員 

  第１３３条の見出し中「及び契約」を「並びに契約」に改める。 

第１３８条中第６項を第７項とし、第５項の次に次の１項を加える。 



６ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るた

めに、次に掲げる措置を講じなければならない。 

(１) 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催す

るとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

(２) 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

(３) 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的

に実施すること。 

  第１５１条第３項ただし書中「この条」を「この項」に、「）及び」を「）に」に改

め、「平成１１年厚生省令第３９号」の次に「。以下「指定介護老人福祉施設基準」と

いう。」を加え、「）を併設する場合又は指定地域密着型介護老人福祉施設及び」を

「以下この項において同じ。）を併設する場合の指定地域密着型介護老人福祉施設及び

ユニット型指定介護老人福祉施設の介護職員及び看護職員（指定介護老人福祉施設基準

第４７条第２項の規定に基づき配置される看護職員に限る。）又は指定地域密着型介護

老人福祉施設に」に改め、「ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設を併設する場

合」の次に「の指定地域密着型介護老人福祉施設及びユニット型指定地域密着型介護老

人福祉施設」を加え、同条第４項中「介護老人保健施設」の次に「、介護医療院」を加

え、同条第８項第２号中「若しくは作業療法士」を「、作業療法士若しくは言語聴覚

士」に改め、同項に次の１号を加える。 

(４) 介護医療院 栄養士又は介護支援専門員 

  第１５３条中「介護老人保健施設」の次に「若しくは介護医療院」を加える。 

  第１５７条中第６項を第７項とし、第５項の次に次の１項を加える。 

６ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、身体的拘束等の適正化を図るために、次に掲

げる措置を講じなければならない。 

(１) 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催す

るとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

(２) 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

(３) 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的

に実施すること。 

  第１６５条の次に次の１条を加える。 

（緊急時等の対応） 



第１６５条の２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、現に指定地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護の提供を行っているときに入所者の病状の急変が生じた場合そ

の他必要な場合のため、あらかじめ、第１５１条第１項第１号に掲げる医師との連携

方法その他の緊急時等における対応方法を定めておかなければならない。 

  第１６８条中第７号を第８号とし、第６号を第７号とし、第５号の次に次の１号を加

える。 

(６) 緊急時等における対応方法 

  第１８２条中第８項を第９項とし、第７項の次に次の１項を加える。 

８ ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設は、身体的拘束等の適正化を図るため

に、次に掲げる措置を講じなければならない。 

(１) 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催す

るとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

(２) 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

(３) 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的

に実施すること。 

  第１８６条中第８号を第９号とし、第７号を第８号とし、第６号の次に次の１号を加

える。 

(７) 緊急時等における対応方法 

  第１９１条第１項中「（本体事業所」を「（第８２条第７項に規定する本体事業所」

に、「当該本体事業所」を「、当該本体事業所」に、「又はサテライト型指定介護予防

小規模多機能型居宅介護事業所」を「及び指定地域密着型介護予防サービス基準条例第

４４条第７項に規定するサテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所（第

６項において「サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所」という。）の登録者、

第８項に規定する本体事業所である指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、

当該本体事業所に係る同項に規定するサテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事

業所の登録者並びに同項に規定するサテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業

所にあっては、当該サテライト型指定看護小規模型居宅介護事業所に係る同項に規定す

る本体事業所、当該本体事業所に係る他の同項に規定するサテライト型指定看護小規模

多機能型居宅介護事業所及び当該本体事業者に係る第８２条第７項に規定するサテライ

ト型指定小規模多機能型居宅介護支援事業所」に改め、同条第６項中「（本体事業所」



を「（第８２条第７項に規定する本体事業所」に、「サテライト型指定介護予防小規模

多機能型居宅介護事業所」を「サテライト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

所の登録者の心身の状況を勘案し、その処遇に支障がない場合に、当該登録者を当該本

体事業所に宿泊させて行う指定看護小規模多機能型居宅介護及び第８項に規定する本体

事業所である指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、当該本体事業所に係

る同項に規定するサテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所」に改め、同条

第７項に次の１号を加える。 

(５) 介護医療院 

  第１９１条中第１０項を第１４項とし、第９項を第１２項とし、同項の次に次の１項

を加える。 

１３ 第１１項の規定にかかわらず、サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事

業所については、本体事業所の介護支援専門員により当該サテライト型指定看護小規

模多機能型居宅介護事業所の登録者に対して居宅サービス計画の作成が適切に行われ

るときは、介護支援専門員に代えて、看護小規模多機能型居宅介護計画の作成に専ら

従事する前項の別に厚生労働大臣が定める研修を修了している者（第１９９条におい

て「研修修了者」という。）を置くことができる。 

  第１９１条中第８項を第１１項とし、第７項の次に次の３項を加える。 

８ 第１項の規定にかかわらず、サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

（利用者又はその家族等から電話等により看護に関する意見を求められた場合に常時

対応し、利用者に対し適切な看護サービスを提供できる体制にある指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所であって、指定居宅サービス事業等その他の保健医療又は福祉

に関する事業について３年以上の経験を有する指定看護小規模多機能型居宅介護事業

者により設置される当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所以外の指定看護小規

模多機能型居宅介護事業所であって、当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に

対して指定看護小規模多機能型居宅介護の提供に係る支援を行うもの（以下この章に

おいて「本体事業所」という。）との密接な連携の下に運営され、利用者に対し適切

な看護サービスを提供できる体制にあるものをいう。以下同じ。）に置くべき訪問サ

ービスの提供に当たる看護小規模多機能型居宅介護従業者については、本体事業所の

職員により当該サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の処遇

が適切に行われると認められるときは、２人以上とすることができる。 



９ 第１項の規定にかかわらず、サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

については、夜間及び深夜の時間帯を通じて本体事業所において宿直勤務を行う看護

小規模多機能型居宅介護従業者により当該サテライト型指定看護小規模多機能型居宅

介護事業所の登録者の処遇が適切に行われると認められるときは、夜間及び深夜の時

間帯を通じて宿直勤務を行う看護小規模多機能型居宅介護従業者を置かないことがで

きる。 

１０ 第４項の規定にかかわらず、サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業

所については、看護職員の員数は、常勤換算方法で１以上とする。 

  第１９２条第２項中「前項」を「第１項」に改め、「介護老人保健施設」の次に「、

介護医療院」を加え、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項本文の規定にかかわらず、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の管理上支

障がない場合は、サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の管理者は、

本体事業所の管理者をもって充てることができる。 

  第１９３条中「介護老人保健施設」の次に「、介護医療院」を加える。 

  第１９４条第１項中「２９人」の次に「（サテライト型指定看護小規模多機能型居宅

介護事業所にあっては、１８人）」を加え、同条第２項第１号中「、登録定員に」を

「登録定員に」に改め、同号の表以外の部分中「利用定員」の次に「、サテライト型指

定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては１２人」を加え、同項第２号中「９人

まで」を「９人（サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては、６

人）まで」に改める。 

  第１９５条第２項第２号に次のように加える。 

オ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が診療所である場合であって、当該

指定看護小規模多機能型居宅介護の利用者へのサービスの提供に支障がない場

合には、当該診療所が有する病床については、宿泊室を兼用することができる。 

  第１９９条第１項中「介護支援専門員」の次に「（第１９１条第１３項の規定により

介護支援専門員を配置していないサテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

にあっては、研修修了者。以下この条において同じ。）」を加える。 

  第２０２条中「の活動状況」と」の次に「、第８７条中「第８２条第１２項」とある

のは「第１９１条第１３項」と」を加える。 

附則第３項から第５項までの規定中「平成３０年３月３１日」を「平成３６年３月



３１日」に改める。 

  附則に次の２項を加える。 

６ 第１３０条の規定にかかわらず、療養病床等を有する病院又は病床を有する診療所

の開設者が、当該病院の療養病床等又は当該診療所の病床を平成３６年３月３１日ま

での間に転換（当該病院の療養病床又は当該診療所の病床の病床数を減少させるとと

もに、当該病院等の施設を介護医療院、軽費老人ホームその他の要介護者、要支援者

その他の者を入所させ、又は入居させるための施設の用に供することをいう。次項に

おいて同じ。）を行って指定地域密着型特定施設入居者生活介護の事業を行う医療機

関併設型指定地域密着型特定施設（介護老人保健施設、介護医療院又は病院若しくは

診療所に併設される指定地域密着型特定施設をいう。以下この項及び次項において同

じ。）の生活相談員、機能訓練指導員及び計画作成担当者の員数の基準は、次のとお

りとする。 

(１) 機能訓練指導員 併設される介護老人保健施設、介護医療院又は病院若しくは

診療所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士により当該医療機関併設型指定

地域密着型特定施設の利用者の処遇が適切に行われると認められるときは、置か

ないことができること。 

(２) 生活相談員及び計画作成担当者 当該医療機関併設型指定地域密着型特定施設

の実情に応じた適当数 

７ 第１３２条の規定にかかわらず、療養病床等を有する病院又は病床を有する診療所

の開設者が、当該病院の療養病床等又は当該診療所の病床を平成３６年３月３１日ま

での間に転換を行って指定地域密着型特定施設入居者生活介護の事業を行う場合の医

療機関併設型指定地域密着型特定施設においては、併設される介護老人保健施設、介

護医療院又は病院若しくは診療所の施設を利用することにより、当該医療機関併設型

指定地域密着型特定施設の利用者の処遇が適切に行われると認められるときは、当該

医療機関併設型指定地域密着型特定施設に浴室、便所及び食堂を設けないことができ

る。 

 （宝塚市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域

密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定

める条例の一部改正） 

第２条 宝塚市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定



地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基

準を定める条例（平成２５年条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

 第５条第１項中「介護老人保健施設」の次に「、介護医療院」を加える。 

第９条第１項中「指定地域密着型介護老人福祉施設」の次に「（ユニット型指定地域

密着型介護老人福祉施設（指定地域密着型サービス基準条例第１７８条に規定するユニ

ット型指定地域密着型介護老人福祉施設をいう。以下この項において同じ。）を除

く。）」を加え、「する」を「し、ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設におい

てはユニット（同条に規定するユニットをいう。）ごとに当該ユニット型指定地域密着

型介護老人福祉施設の入居者の数と当該共用型指定介護予防認知症対応型通所介護の利

用者の数の合計が１日当たり１２人以下となる数とする」に改める。 

第４４条第６項の表中「又は指定介護療養型医療施設」を「、指定介護療養型医療施

設」に改め、「限る。）」の次に「又は介護医療院」を加える。 

第４５条第３項、第４６条、第６０条第３項、第７２条第２項及び第７３条中「介護

老人保健施設」の次に「、介護医療院」を加える。 

第７８条に次の１項を加える。 

３ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るた

めに、次に掲げる措置を講じなければならない。 

(１) 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催す

るとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

(２) 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

(３) 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的

に実施すること。 

  第８３条第３項中「介護老人保健施設」の次に「、介護医療院」を加える。 

 （宝塚市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部改正） 

第３条 宝塚市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係

る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（平成２７年条例第

１４号）の一部を次のように改正する。 

第２条第４項中「老人福祉法」を「老人介護支援センター（老人福祉法」に、「第

２０条の７の２」を「第２０条の７の２第１項」に改め、「老人介護支援センター」の



次に「をいう。）」を、「介護保険施設」の次に「、指定特定相談支援事業者（障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）

第５１条の１７第１項第１号に規定する指定特定相談支援事業者をいう。）」を加える。 

  第５条第２項中「であること」を「であり、利用者は複数の指定介護予防サービス事

業者（介護保険法第５３条第１項に規定する指定介護予防サービス事業者をいう。以下

同じ。）等を紹介するよう求めることができること」に改め、同条第７項を同条第８項

とし、同条第６項各号列記以外の部分中「第３項」を「第４項」に改め、同項第１号中

「第３項各号」を「第４項各号」に改め、同項を同条第７項とし、同条第５項中「第３

項第１号」を「第４項第１号」に改め、同項を同条第６項とし、同条第４項を同条第５

項とし、同条第３項中「第６項」を「第７項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第

２項の次に次の１項を加える。 

３ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際し、あらかじめ、

利用者又はその家族に対し、当該利用者について、病院又は診療所に入院する必要が

生じた場合には、担当職員の氏名及び連絡先を当該病院又は診療所に伝えるよう求め

なければならない。 

第３１条第９号中「ために」の次に「、利用者及びその家族の参加を基本としつ

つ、」を加え、同条第１４号の次に次の１号を加える。 

(14)の２ 担当職員は、指定介護予防サービス事業者等から利用者に係る情報の提供

を受けたときその他必要と認めるときは、当該利用者の服薬状況、口腔
くう

機能その

他の当該利用者の心身又は生活の状況に係る情報のうち必要と認めるものを、当

該利用者の同意を得て主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師に提供するものと

する。 

  第３１条第２１号の次に次の１号を加える。 

(21)の２ 前号の場合において、担当職員は、介護予防サービス計画を作成した際に

は、当該介護予防サービス計画を主治の医師等に交付しなければならない。 

   附 則 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 


